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他人の著作物を利用する場合は、原則として、著作権者の了解を得ることが必要ですが、
著作権法では、一定の場合には、著作権者の了解を得ずに著作物等を利用できる例外規定
が置かれています。この例外規定は、著作者の「財産権（著作権）」を制限することで公
正な利用を確保するという趣旨から「権利制限規定」と呼ばれています。 
権利制限規定の要件に合致する利用であれば、他人の著作物を利用することは可能です

が、例外規定の適用を受けて複製物を作成した場合であっても、その複製物を目的外に使
用することはもちろん許されません（例えば、教育機関において担任する者が授業で用い
るために著作物の複製を行った後、授業目的以外の目的で使用する場合などが該当します。
このような場合、権利者の了解を得ることが必要です）。 
また、権利制限規定によって著作物を利用する際、「出所の明示」をすべき場合や、「補

償金の支払い」をすべき場合なども法律に定められています。 
なお、著作者の「財産権（著作権）」が制限されて、例外的に許諾を得ずに複製等がで

きる場合には、関係する「著作隣接権」も制限され、「複製権」が制限される場合に配布
（譲渡）を伴うことが当然想定されるときは、「譲渡権」についても権利制限の対象となり
ます。 
しかし、「財産権」が制限されていても「人格権」が制限されているとは限りませんの

で注意が必要です（無断での「複製」が例外的に許されても、無断での「改変」や「氏名
表示の省略」が当然に許されるわけではありません）。 
 
  

原則 

例外（著作者の権利の制限） 

（著作物の利用の許諾） 
第６３条 著作権者は、他人に対し、その著作物の利用を許諾することができる。 
２ 前項の許諾を得た者は、その許諾に係る利用方法及び条件の範囲内において、
その許諾に係る著作物を利用することができる。  

許諾を得ずに著作物を利用できる 

【【権権利利制制限限規規定定】】  
  ・・私私的的使使用用ののたためめのの複複製製（（第第 3300 条条））  
  ・・引引用用（（第第 3322 条条））  
  ・・営営利利をを目目的的ととししなないい上上演演等等（（第第 3388 条条））  
  ・・裁裁判判手手続続、、立立法法・・行行政政目目的的ののたためめのの内内部部資資料料ととししててのの複複製製（（第第 4422 条条第第 11 項項））ななどど  

著作権者の許諾（了解）を得て利用する 
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【権利制限規定一覧】 
内容 頁 

私的使用のための複製（第 30 条） 62 

付随対象著作物の利用（第 30 条の 2） 64 

検討の過程における利用（第 30 条の 3） 64 

著作物に表現された思想又は感情の享受を目的としない利用（第 30 条の 4） 65 

図書館等での複製・インターネット送信等（第 31 条） 66～69 

引用・行政の広報資料等の転載（第 32 条） 70 

教科書等への掲載（第 33 条、第 33 条の 2、第 33 条の３） 71 

学校教育番組の放送等やそのための複製（第 34 条） 72 

学校その他の教育機関における複製・公衆送信等（第 35 条） 73～75 

試験問題としての複製・公衆送信（第 36 条） 76 

視覚障害者向けの著作物利用（第 37 条） 77 

聴覚障害者等向けの「字幕」の作成等（第 37 条の 2） 78 

非営利・無料の場合の著作物利用（第 38 条） 79,80 

新聞の論説等の転載（第 39条）、政治上の演説、裁判での陳述の利用（第 40条第1項）、

国等の機関での公開演説等の報道のための利用（第 40 条第 2 項） 
81 

時事の事件の報道のための利用（第 41 条） 82 

立法・司法・行政のための内部資料としての複製（第 42 条第 1 項） 82 

特許審査、薬事に関する事項等の行政手続のための複製（第 42 条第 2 項） 83,84 

情報公開法等に基づく開示等のための利用（第 42 条の 2） 85 

公文書管理法等に基づく保存・利用のための利用（第 42 条の 3） 85 

国立国会図書館におけるインターネット資料・オンライン資料の収集・提供のための複製

（第 43 条第 1 項） 
86 

放送事業者等の一時的固定（第 44 条） 86,87 

美術品等の展示（第 45 条）、屋外設置の美術品、建築物の利用（第 46 条） 88 

美術展における作品の解説・紹介のための利用等（第 47 条） 88 

インターネット販売等での美術品等の画像掲載（第 47 条の 2） 89 

プログラムの所有者による複製等（第 47 条の 3） 89 

電子計算機における著作物の利用に付随する利用等（第 47 条の 4、第 47 条の５） 90～92 
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【私的使用のための複製】（第30条） 
テレビ番組を録画しておいて後日自分で見る場合などのように、家庭内など限られた範囲

内で、仕事以外で使用することを目的として、使用する本人が複製する場合の例外です。イ
ンターネットから著作物をダウンロードしたりプリントアウトしたりすることにも、この例
外は適用されます。また、学校の児童生徒などが本人の学習のために行う複製（コンピュー
タ、インターネット等の利用を含む）も、この例外の対象です。 
【条件】 
1.  個人的に又は家庭内など、限られた範囲内での使用を目的とすること（仕事での利用は

対象外） 
2.  使用する本人が複製すること（使用者の手足として他者に複製作業を頼むことは可能） 
3.  以下の利用に該当しないこと 
・誰でも使える状態で設置してあるダビング機など（当分の間、コンビニ等のコピー機な
ど「文献複写」のみに用いるものは除かれています）を用いて複製すること 

・コピーガードを解除して（又は解除されていることを知りつつ）複製すること 
・著作権を侵害したインターネット配信と知りつつ、音楽や映像をダウンロードすること 
・著作権を侵害したインターネット配信と知りつつ、音楽や映像以外の著作物（漫画、書
籍、論文、コンピュータ・プログラム等）をダウンロードすること（軽微なもののダウ
ンロード等、一定の利用は除かれています） 

※翻訳、編曲、変形または翻案も可 

 
【参考１】デジタル方式による録音録画について 
平成 4（1992）年の法改正により、政令で指定するデジタル方式の機器・媒体による私的

使用のための複製については、権利者に一定の対価（補償金）を還元する仕組みとして、
「私的録音録画補償金制度」が設けられました。この補償金は、メーカー等の協力により、
機器・媒体の価格にあらかじめ上乗せして販売され、文化庁長官が指定する団体を通じて、
権利者に分配されています。 

 

【参考２】映画の盗撮防止について 
映画の盗撮の防止に関する法律により、映画館等で映画の録音・録画を行うことは、私的使

用のためであっても第 30 条の適用対象外とされています。したがって、権利者に無断で映画
の盗撮をした場合は著作権侵害となり、差止請求、損害賠償請求等の民事的措置や刑事罰の対
象となります。 
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【参考３】侵害コンテンツのダウンロード違法化（令和３年１月施行） 

近年、ダウンロード型の海賊版サイトが多数存在し、著作物の分野・種類を問わず、イ
ンターネット上の海賊版被害が深刻さを増していることを踏まえ、令和２年に著作権法が
改正され、違法にアップロードされた著作物のダウンロード規制について、「音楽・映像」
だけでなく「著作物全般（漫画・書籍・論文・コンピュータ・プログラムなど）」に対象
範囲が拡大されました。 
これにより、違法にアップロードされた著作物（漫画・書籍・論文・コンピュータ・プ

ログラムなど）を、違法にアップロードされたものだと知りながらダウンロードすること
は、私的使用目的であっても違法とされ、特に悪質な行為については、刑事罰（2 年以下の
懲役又は 200 万円以下の罰金（懲役と罰金の併科も可）（親告罪））の対象になりました
（第 119 条第３項第２号）。 

なお、「海賊版対策としての実効性確保」と「国民の正当な情報収集等の萎縮防止」の
バランスを図る観点から、規制対象を、違法にアップロードされたことを知りながらダウ
ンロードする場合のみとするとともに、以下の場合は規制対象から除外することとされま
した。 
（ⅰ）スクリーンショットを行う際の写り込み 
（ⅱ）漫画の１コマ～数コマなど「軽微なもの」 
（ⅲ）二次創作・パロディ 
（ⅳ）著作権者の利益を不当に害しないと認められる特別な事情がある場合のダウンロード 

また、刑事罰については、特に悪質な行為に限定する観点から、罰則の対象を正規版が
有償で提供されている著作物を反復・継続してダウンロードする場合に限定しました。 

 
このほか、改正法の附則では、国民への普及啓発・教育の充実、関係事業者による適法

サイトへのマーク付与の推進、刑事罰の運用に当たっての配慮等について規定し、運用面
からも国民の懸念・不安等に対応していくこととしています。 
文化庁では、「侵害コンテンツのダウンロード違法化」に関して、Ｑ＆Ａを公開してお

りますので、下記のＵＲＬをご覧ください。 
○文化庁ウェブサイト「侵害コンテンツのダウンロード違法化について」 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/92735201.html 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

  

  

 

 

※※以以下下のの行行為為をを規規制制対対象象かからら除除外外  
(ⅰ)スクリーンショットを行う際の写り込み 
（ⅱ）漫画の１コマ～数コマなど軽微なもの 
（ⅲ）二次創作・パロディ 
（ⅳ）著作権者の利益を不当に害しないと認め
られる特別な事情がある場合のダウンロード 

侵侵害害ココンンテテンンツツののダダウウンンロローードド  
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【参考３】侵害コンテンツのダウンロード違法化（令和３年１月施行） 

近年、ダウンロード型の海賊版サイトが多数存在し、著作物の分野・種類を問わず、イ
ンターネット上の海賊版被害が深刻さを増していることを踏まえ、令和２年に著作権法が
改正され、違法にアップロードされた著作物のダウンロード規制について、「音楽・映像」
だけでなく「著作物全般（漫画・書籍・論文・コンピュータ・プログラムなど）」に対象
範囲が拡大されました。 
これにより、違法にアップロードされた著作物（漫画・書籍・論文・コンピュータ・プ

ログラムなど）を、違法にアップロードされたものだと知りながらダウンロードすること
は、私的使用目的であっても違法とされ、特に悪質な行為については、刑事罰（2 年以下の
懲役又は 200 万円以下の罰金（懲役と罰金の併科も可）（親告罪））の対象になりました
（第 119 条第３項第２号）。 

なお、「海賊版対策としての実効性確保」と「国民の正当な情報収集等の萎縮防止」の
バランスを図る観点から、規制対象を、違法にアップロードされたことを知りながらダウ
ンロードする場合のみとするとともに、以下の場合は規制対象から除外することとされま
した。 
（ⅰ）スクリーンショットを行う際の写り込み 
（ⅱ）漫画の１コマ～数コマなど「軽微なもの」 
（ⅲ）二次創作・パロディ 
（ⅳ）著作権者の利益を不当に害しないと認められる特別な事情がある場合のダウンロード 

また、刑事罰については、特に悪質な行為に限定する観点から、罰則の対象を正規版が
有償で提供されている著作物を反復・継続してダウンロードする場合に限定しました。 

 
このほか、改正法の附則では、国民への普及啓発・教育の充実、関係事業者による適法

サイトへのマーク付与の推進、刑事罰の運用に当たっての配慮等について規定し、運用面
からも国民の懸念・不安等に対応していくこととしています。 
文化庁では、「侵害コンテンツのダウンロード違法化」に関して、Ｑ＆Ａを公開してお

りますので、下記のＵＲＬをご覧ください。 
○文化庁ウェブサイト「侵害コンテンツのダウンロード違法化について」 

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/92735201.html 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

  

  

 

 

※※以以下下のの行行為為をを規規制制対対象象かからら除除外外  
(ⅰ)スクリーンショットを行う際の写り込み 
（ⅱ）漫画の１コマ～数コマなど軽微なもの 
（ⅲ）二次創作・パロディ 
（ⅳ）著作権者の利益を不当に害しないと認め
られる特別な事情がある場合のダウンロード 

侵侵害害ココンンテテンンツツののダダウウンンロローードド  
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－64－ 

【付随対象著作物の利用】（第30条の2第1項、第2項） 
写真撮影、録音・録画、放送等を行う際、本来意図した対象以外の著作物が「写り込む」場

合の例外です。例えば、写真撮影したところ、本来意図した撮影対象だけでなく、背景に小さ
く絵画等（付随対象著作物）が写り込む場合が該当します。 
【条件】 
１ 写真撮影、録音・録画、放送等の方法によって著作物を利用するにあたっての複製又は複

製を伴わない伝達行為であること 
２ メインの著作物に占める割合や再製の精度等に照らし、軽微な構成部分であること 
３ 付随対象著作物の利用により利益を得る目的の有無や分離の困難性等の程度、付随対象著

作物が果たす役割等に照らし、正当な範囲内の利用であること 
4 その付随対象著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害しないこ

と 
※絵画が背景に小さく写り込んだ写真や楽曲の一部が入り込んだ映像を、ブログに掲載した
り、インターネット配信したりするなど、不随対象著作物が写りこんだものを様々な方法
で利用することも可能です。 

 
【検討の過程における利用】（第30条の3） 

著作権者の許諾を得て、又は裁定を受けて著作物を利用しようとする場合に、これらの利用
について検討を行うために著作物を利用する場合の例外です。 
例えば、漫画のキャラクターの商品化を企画するにあたって、著作権者から許諾を得る前

に、会議資料や企画書にそのキャラクターを掲載する場合に、この例外が適用されます。 
なお、この規定は、結果として企画が実現しなかった場合でも適用されます。 

【条件】 
１ 著作権者の許諾を得て、又は裁定を受けて著作物を利用しようとする者であること 
２ 許諾を得て、又は裁定を受けて行う著作物の利用についての検討の過程における利用に供

することを目的とすること（「検討の過程」には、著作権者に許諾を申し出る際に作成され
る資料における著作物の利用も含む） 

３ 必要な限度内のものであること 
４ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害しないこと 

 
  

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－65－ 

【著作物に表現された思想又は感情の享受を目的としない利用】（第30条の4） 
IoT、ビックデータ、人工知能などの技術革新やデジタル化・ネットワーク化の進展を踏ま

え、著作物等の市場に悪影響を及ぼさない一定の著作物等の利用に関する場合について規定し
た例外です。以下の条件を満たす場合には、いずれの方法によるかを問わず、著作物を利用す
ることができます。 
【条件】 
１ 次に掲げる場合その他の著作物に表現された思想又は感情を自分で享受したり、他人に享

受させたりすることを目的としない場合であること 
・著作物の録音・録画等の技術の開発又は実用化のための試験の用に供する場合 
・情報解析の用に供する場合 
・上記のほか、著作物の表現についての人の知覚による認識を伴うことなく当該著作物を
利用に供する場合 

２ 必要な限度内の利用であること 
３ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さないこと 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＡＡＩＩ開開発発・・学学習習段段階階  ((著著作作権権法法第第 3300条条のの 44))  

※平成 30年著作権法改正により新たに規定 

生生成成・・利利用用段段階階  

・・著著作作物物をを学学習習用用デデーータタととししてて収収集集・・複複製製しし、、学学習習

用用デデーータタセセッットトをを作作成成  

・・デデーータタセセッットトをを学学習習にに利利用用ししてて、、ＡＡＩＩ((学学習習済済みみ

モモデデルル))をを開開発発 

・・ＡＡＩＩをを利利用用ししてて画画像像等等をを生生成成  

・・生生成成ししたた画画像像等等ををアアッッププロローードドししてて公公表表、、生生成成

ししたた画画像像等等のの複複製製物物((イイララスストト集集ななどど））をを販販売売 

■ＡＩ開発のような情報解析等において、著作物に表現さ
れた思想又は感情の享受を目的としない利用行為※１は、
原原則則ととししてて著著作作権権者者のの許許諾諾ななくく利利用用すするるここととがが可可能能 

 

■ただし、「必必要要とと認認めめらられれるる限限度度」をを超超ええるる場場合合や「著著
作作権権者者のの利利益益をを不不当当にに害害すするるここととととななるる場場合合※２」は、 
この規定の対象とはならない。 

 

■ＡＩを利用して生成した画像等をアップロードして公
表したり、複製物を販売したりする場合の著著作作権権侵侵害害
のの判判断断は、著作権法で利用が認められている場合※を
除き、通通常常のの著著作作権権侵侵害害とと同同様様 

※個人的に画像を生成して鑑賞する行為（私的使用のための複
製）等 

 
■生成された画像等に既既存存のの画画像像等等（（著著作作物物））ととのの類類似似
性性（創作的表現が同一又は類似であること）やや依依拠拠性性
(既存の著作物をもとに創作したこと)がが認認めめらられれれれ
ばば、、著著作作権権者者はは著著作作権権侵侵害害ととししてて損損害害賠賠償償請請求求・・差差止止
請請求求がが可可能能ででああるるほほかか、、刑刑事事罰罰のの対対象象ととももななるる 

 
 
 
 

＜ＡＩと著作権の関係等について ＞ 
基基本本的的なな考考ええ方方  

現現状状のの整整理理  

■著作権法では、著著作作権権者者のの権権利利・・利利益益のの保保護護と著著作作物物のの円円滑滑なな利利用用のババラランンススが重要 
■著作権は、「思思想想又又はは感感情情をを創創作作的的にに表表現現ししたた」著作物を保護するものであり、単単ななるるデデーータタ（（事事実実））やや
アアイイデデアア（（作作風風・・画画風風ななどど））はは含含ままれれなないい 

■ＡＩと著作権の関係については、「ＡＡＩＩ開開発発・・学学習習段段階階」と「生生成成・・利利用用段段階階」では、著著作作権権法法のの適適用用条条
文文がが異異ななりり、、分分けけてて考考ええるるここととがが必必要要 

※１ 例えば、３ＤＣＧ映像作成のため風景写真から必要な情報を
抽出する場合であって、元の風景写真の「表現上の本質的な
特徴」を感じ取れるような映像の作成を目的として行う場合
は、元の風景写真を享受することも目的に含まれていると考
えられることから、このような情報抽出のために著作物を利
用する行為は、本条の対象とならないと考えられる 

※２ 例えば、情報解析用に販売されているデータベースの著作物
をＡＩ学習目的で複製する場合など 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－64－ 

【付随対象著作物の利用】（第30条の2第1項、第2項） 
写真撮影、録音・録画、放送等を行う際、本来意図した対象以外の著作物が「写り込む」場

合の例外です。例えば、写真撮影したところ、本来意図した撮影対象だけでなく、背景に小さ
く絵画等（付随対象著作物）が写り込む場合が該当します。 
【条件】 
１ 写真撮影、録音・録画、放送等の方法によって著作物を利用するにあたっての複製又は複

製を伴わない伝達行為であること 
２ メインの著作物に占める割合や再製の精度等に照らし、軽微な構成部分であること 
３ 付随対象著作物の利用により利益を得る目的の有無や分離の困難性等の程度、付随対象著

作物が果たす役割等に照らし、正当な範囲内の利用であること 
4 その付随対象著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害しないこ

と 
※絵画が背景に小さく写り込んだ写真や楽曲の一部が入り込んだ映像を、ブログに掲載した
り、インターネット配信したりするなど、不随対象著作物が写りこんだものを様々な方法
で利用することも可能です。 

 
【検討の過程における利用】（第30条の3） 

著作権者の許諾を得て、又は裁定を受けて著作物を利用しようとする場合に、これらの利用
について検討を行うために著作物を利用する場合の例外です。 
例えば、漫画のキャラクターの商品化を企画するにあたって、著作権者から許諾を得る前

に、会議資料や企画書にそのキャラクターを掲載する場合に、この例外が適用されます。 
なお、この規定は、結果として企画が実現しなかった場合でも適用されます。 

【条件】 
１ 著作権者の許諾を得て、又は裁定を受けて著作物を利用しようとする者であること 
２ 許諾を得て、又は裁定を受けて行う著作物の利用についての検討の過程における利用に供

することを目的とすること（「検討の過程」には、著作権者に許諾を申し出る際に作成され
る資料における著作物の利用も含む） 

３ 必要な限度内のものであること 
４ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害しないこと 

 
  

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－65－ 

【著作物に表現された思想又は感情の享受を目的としない利用】（第30条の4） 
IoT、ビックデータ、人工知能などの技術革新やデジタル化・ネットワーク化の進展を踏ま

え、著作物等の市場に悪影響を及ぼさない一定の著作物等の利用に関する場合について規定し
た例外です。以下の条件を満たす場合には、いずれの方法によるかを問わず、著作物を利用す
ることができます。 
【条件】 
１ 次に掲げる場合その他の著作物に表現された思想又は感情を自分で享受したり、他人に享

受させたりすることを目的としない場合であること 
・著作物の録音・録画等の技術の開発又は実用化のための試験の用に供する場合 
・情報解析の用に供する場合 
・上記のほか、著作物の表現についての人の知覚による認識を伴うことなく当該著作物を
利用に供する場合 

２ 必要な限度内の利用であること 
３ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さないこと 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＡＡＩＩ開開発発・・学学習習段段階階  ((著著作作権権法法第第 3300条条のの 44))  

※平成 30年著作権法改正により新たに規定 

生生成成・・利利用用段段階階  

・・著著作作物物をを学学習習用用デデーータタととししてて収収集集・・複複製製しし、、学学習習

用用デデーータタセセッットトをを作作成成  

・・デデーータタセセッットトをを学学習習にに利利用用ししてて、、ＡＡＩＩ((学学習習済済みみ

モモデデルル))をを開開発発 

・・ＡＡＩＩをを利利用用ししてて画画像像等等をを生生成成  

・・生生成成ししたた画画像像等等ををアアッッププロローードドししてて公公表表、、生生成成

ししたた画画像像等等のの複複製製物物((イイララスストト集集ななどど））をを販販売売 

■ＡＩ開発のような情報解析等において、著作物に表現さ
れた思想又は感情の享受を目的としない利用行為※１は、
原原則則ととししてて著著作作権権者者のの許許諾諾ななくく利利用用すするるここととがが可可能能 

 

■ただし、「必必要要とと認認めめらられれるる限限度度」をを超超ええるる場場合合や「著著
作作権権者者のの利利益益をを不不当当にに害害すするるここととととななるる場場合合※２」は、 
この規定の対象とはならない。 

 

■ＡＩを利用して生成した画像等をアップロードして公
表したり、複製物を販売したりする場合の著著作作権権侵侵害害
のの判判断断は、著作権法で利用が認められている場合※を
除き、通通常常のの著著作作権権侵侵害害とと同同様様 

※個人的に画像を生成して鑑賞する行為（私的使用のための複
製）等 

 
■生成された画像等に既既存存のの画画像像等等（（著著作作物物））ととのの類類似似
性性（創作的表現が同一又は類似であること）やや依依拠拠性性
(既存の著作物をもとに創作したこと)がが認認めめらられれれれ
ばば、、著著作作権権者者はは著著作作権権侵侵害害ととししてて損損害害賠賠償償請請求求・・差差止止
請請求求がが可可能能ででああるるほほかか、、刑刑事事罰罰のの対対象象ととももななるる 

 
 
 
 

＜ＡＩと著作権の関係等について ＞ 
基基本本的的なな考考ええ方方  

現現状状のの整整理理  

■著作権法では、著著作作権権者者のの権権利利・・利利益益のの保保護護と著著作作物物のの円円滑滑なな利利用用のババラランンススが重要 
■著作権は、「思思想想又又はは感感情情をを創創作作的的にに表表現現ししたた」著作物を保護するものであり、単単ななるるデデーータタ（（事事実実））やや
アアイイデデアア（（作作風風・・画画風風ななどど））はは含含ままれれなないい 

■ＡＩと著作権の関係については、「ＡＡＩＩ開開発発・・学学習習段段階階」と「生生成成・・利利用用段段階階」では、著著作作権権法法のの適適用用条条
文文がが異異ななりり、、分分けけてて考考ええるるここととがが必必要要 

※１ 例えば、３ＤＣＧ映像作成のため風景写真から必要な情報を
抽出する場合であって、元の風景写真の「表現上の本質的な
特徴」を感じ取れるような映像の作成を目的として行う場合
は、元の風景写真を享受することも目的に含まれていると考
えられることから、このような情報抽出のために著作物を利
用する行為は、本条の対象とならないと考えられる 

※２ 例えば、情報解析用に販売されているデータベースの著作物
をＡＩ学習目的で複製する場合など 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－66－ 

【図書館等での複製】（第 31 条第 1 項） 
国立国会図書館、公立図書館、大学図書館、美術館・博物館等が所蔵資料を複製する場合の

例外です。 
【条件】 
１ 国立国会図書館又は政令で定める図書館・美術館・博物館等であること 
２ 「営利」を目的としない事業として行われる複製であること 
３ 複製行為の「主体」が図書館等であること 
４ その図書館等が所蔵している資料を複製すること 
５ 次のいずれかの場合であること 
 ・調査研究を行う利用者の求めに応じて、すでに公表されている著作物の一部分（国や地方

公共団体などが一般に周知させることを目的として作成した広報資料等や、全部を複製し
ても著作者の利益を不当に害しないと認められる特別な事情があるとして政令で定めるも
のについては、全部でもよい）を、一人につき一部提供する場合 

・所蔵資料の保存のために必要がある場合 
・他の図書館等の求めに応じ、絶版その他これに準ずる理由により一般に入手することが困
難な所蔵資料（絶版等資料）の複製物を提供する場合 

※コピーサービスについては、翻訳も可 
 

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－67－ 

【特定図書館等から利用者への所蔵資料のインターネット送信】（第 31 条第 2～5 項） 
※令和５年６月施行 

 特定図書館等が、直接、利用者へ所蔵資料をインターネット送信する場合の例外です。 
【条件】 
（特定図書館等による複製、公衆送信について） 
１ 「特定図書館等*」に該当していること 
２ 「営利」を目的としない事業であること 
３ インターネット送信のための複製行為の「主体」が「特定図書館」であること 
４ その図書館等が所蔵している資料であること 
５ 調査研究を行う利用者の求めに応じて、すでに公表されている著作物の一部分（国や地方

公共団体などが一般に周知させることを目的として作成した広報資料等や、全部を複製し
ても著作者の利益を不当に害しないと認められる特別な事情があるとして政令で定めるも
のについては、全部でもよい）を、インターネット送信する行為であること 

６ 利用者が予め「特定図書館」に利用者情報を登録していること 
７ 「特定図書館」の設置者が、相当な額の補償金を支払うこと 
８ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さないこと 
９ （利用者による複製について）受信した著作物を調査研究の用に供するために必要と認め
られる限度において複製すること 

*特定図書館の条件 
 ・国立国会図書館又は政令で定める図書館・美術館・博物館等であること 
・資料の公衆送信を適正に実施するための責任者が置かれていること 
・資料の公衆送信を行う職員に対し、該当業務を適正に実施するための研修を行っていること 
・利用者情報を適切に管理する措置を講じていること 
・インターネット送信のために作成された資料データについて、目的外の利用をされないよう防
止し、又は抑止するために必要な措置を講じていること 

・その他、文部科学省令で定める措置を講じていること 
 
【国立国会図書館の所蔵資料の電子化】（第31条第６項） 

国立国会図書館がその所蔵資料を電子化する場合の例外です。 
【条件】 
１ 以下の場合であること 
・原本の滅失、損傷若しくは汚損を避けるために原本に代えて公衆の利用に供する目的で電
子化すること 

・第 31条第 7項又は第 8項のインターネット送信を目的として絶版等資料を電子化すること 
２ 必要な限度内のものであること 

 

13



１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－66－ 

【図書館等での複製】（第 31 条第 1 項） 
国立国会図書館、公立図書館、大学図書館、美術館・博物館等が所蔵資料を複製する場合の

例外です。 
【条件】 
１ 国立国会図書館又は政令で定める図書館・美術館・博物館等であること 
２ 「営利」を目的としない事業として行われる複製であること 
３ 複製行為の「主体」が図書館等であること 
４ その図書館等が所蔵している資料を複製すること 
５ 次のいずれかの場合であること 
 ・調査研究を行う利用者の求めに応じて、すでに公表されている著作物の一部分（国や地方

公共団体などが一般に周知させることを目的として作成した広報資料等や、全部を複製し
ても著作者の利益を不当に害しないと認められる特別な事情があるとして政令で定めるも
のについては、全部でもよい）を、一人につき一部提供する場合 

・所蔵資料の保存のために必要がある場合 
・他の図書館等の求めに応じ、絶版その他これに準ずる理由により一般に入手することが困
難な所蔵資料（絶版等資料）の複製物を提供する場合 

※コピーサービスについては、翻訳も可 
 

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－67－ 

【特定図書館等から利用者への所蔵資料のインターネット送信】（第 31 条第 2～5 項） 
※令和５年６月施行 

 特定図書館等が、直接、利用者へ所蔵資料をインターネット送信する場合の例外です。 
【条件】 
（特定図書館等による複製、公衆送信について） 
１ 「特定図書館等*」に該当していること 
２ 「営利」を目的としない事業であること 
３ インターネット送信のための複製行為の「主体」が「特定図書館」であること 
４ その図書館等が所蔵している資料であること 
５ 調査研究を行う利用者の求めに応じて、すでに公表されている著作物の一部分（国や地方

公共団体などが一般に周知させることを目的として作成した広報資料等や、全部を複製し
ても著作者の利益を不当に害しないと認められる特別な事情があるとして政令で定めるも
のについては、全部でもよい）を、インターネット送信する行為であること 

６ 利用者が予め「特定図書館」に利用者情報を登録していること 
７ 「特定図書館」の設置者が、相当な額の補償金を支払うこと 
８ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さないこと 
９ （利用者による複製について）受信した著作物を調査研究の用に供するために必要と認め
られる限度において複製すること 

*特定図書館の条件 
 ・国立国会図書館又は政令で定める図書館・美術館・博物館等であること 
・資料の公衆送信を適正に実施するための責任者が置かれていること 
・資料の公衆送信を行う職員に対し、該当業務を適正に実施するための研修を行っていること 
・利用者情報を適切に管理する措置を講じていること 
・インターネット送信のために作成された資料データについて、目的外の利用をされないよう防
止し、又は抑止するために必要な措置を講じていること 

・その他、文部科学省令で定める措置を講じていること 
 
【国立国会図書館の所蔵資料の電子化】（第31条第６項） 

国立国会図書館がその所蔵資料を電子化する場合の例外です。 
【条件】 
１ 以下の場合であること 
・原本の滅失、損傷若しくは汚損を避けるために原本に代えて公衆の利用に供する目的で電
子化すること 

・第 31条第 7項又は第 8項のインターネット送信を目的として絶版等資料を電子化すること 
２ 必要な限度内のものであること 

 

13



１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－68－ 

【国立国会図書館から公共図書館等への絶版等資料のインターネット送信】 
（第31条第7項） 

国立国会図書館が、政令で定める国内の公立図書館や外国の図書館等に対して電子化された
絶版等資料をインターネット送信することや、送信先の公立図書館などにおいてコピーする場
合の例外です。 
【条件】 
１ インターネット送信の対象は、絶版等資料に係る著作物であること 
２ 政令で定める図書館等又はこれに類する外国の施設への送信であること 
３ 上記の施設において公衆に提示することを目的とする場合であること 
４ 送信先の図書館等における以下の行為であること 
（ⅰ）複製物の提供 

・コピー行為の「主体」が図書館等であること 
・「営利」を目的としない事業として行われるものであること 
・利用者の求めに応じ、利用者が自ら利用するために行うものであること 
・自動公衆送信された著作物の複製物を作成し、複製物を提供すること 

（ⅱ）公の伝達 
・国会図書館から送信された著作物を受信装置を用いて公に伝達すること 
・伝達を受ける者から料金を受けないこと 

※４（ⅰ）については、翻訳も可 
 
【国立国会図書館から利用者への絶版等資料のインターネット送信】 
（第31条第8項・第9項） ※令和４年５月施行 

国立国会図書館が、直接、利用者へ絶版等資料（著作権者等から申出のあった日から３か月
以内に絶版等資料に該当しなくなる蓋然性が高いことを国立国会図書館長が認めた資料を除
く）をインターネット送信する場合の例外です。 
【条件】 
１ 絶版等資料に係る著作物であること 
２ あらかじめ国立国会図書館に利用者情報を登録している者に対する送信であること 
３ デジタル方式の複製を防止又は抑止する措置を講じていること 
４ 事前登録者であることを識別するための措置を講じていること 
５ 事前登録者は自ら利用するために必要と認められる限度で複製すること 
６ 自動公衆送信された著作物を受信装置を用いて公に伝達すること（非営利・無料等の場合

に限定。※国、地方公共団体等が設置する非営利施設において、必要な知識を持った職員
を配置する施設で非営利・無料で行う場合を含む。） 

※５については、翻訳も可 
  

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－69－ 

～図書館関係の権利制限規定の見直し～ 

令和 3（2021）年の著作権法改正により、図書館関係の権利制限規定の見直しが行われ、
「国立国会図書館による絶版等資料のインターネット送信」及び「特定図書館等による所蔵資
料のインターネット送信」に関する規定が新たに創設されました。 

 
①国立国会図書館による絶版等資料のインターネット送信（令和４年５月１日施行） 
従来、国立国会図書館がデジタル化した絶版等資料のデータを、公共図書館や大学図書館

等に送信することが可能とされていましたが、令和 3 年著作権法改正において、国立国会図
書館が絶版等資料（３か月以内に復刻等の予定があるものを除く。）のデータを、事前登録し
た利用者に対して直接送信できることとし、これにより、利用者は自分で利用するために必
要な複製（プリントアウト）や、非営利無料等の要件の下での公の伝達（ディスプレイなど
を用いて公衆に見せること）が可能となりました。 

 
※権利者団体や出版者団体、有識者などをメンバーとする 
「国立国会図書館による入手困難資料の個人送信に関する 
関係者協議会」による合意文書 
https://www.ndl.go.jp/jp/preservation/digitization/kojinsoshin_agreement.pdf 

 
 

②特定図書館等から利用者への所蔵資料のインターネット送信（令和５年６月１日施行） 
国立国会図書館をはじめ、公共図書館、大学図書館等では、利用者の調査研究の用に供す

るため、図書館資料を用いて、著作物の一部分の複製物を一人につき１部提供することが可
能ですが、メールなどでの送信は例外規定に該当せず、簡易・迅速な資料の入手が困難な状
況でした。このため、令和３年著作権法改正において、権利者保護のための厳格な要件の下、
図書館資料を用いて、著作物の一部分（政令で定める場合は全部）をメールなどで送信する
ことを可能とし、その際、図書館等の設置者が権利者に補償金を支払うことが義務づけられ
ました。補償金の徴収・分配については、文化庁が指定する指定管理団体（一般社団法人図
書館等公衆送信補償金管理協会（SARLIB））が一括して行うこととされています。 

 
 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

指定管理団体 

（一般社団法人図書館等公衆送信補償金管理協会）

（SARLIB） 
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特定図書館等の 
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補償金の分配 

「図書館資料公衆送信補償金制度」 
 

特定図書館等から、所蔵資料をインターネット送信する場合は、指定管理団体である「SARLIB」に
事前登録した上で、一定の補償金を支払えば、著作物を適法に利用可能 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－70－ 

【「引用」】（第 32 条第 1 項） 
報道、批評、研究等の目的で、他人の著作物を「引用」して利用する場合の例外です。例え

ば、報道の材料として他人の著作物の一部を利用したり、自説の補強や他人の考え方を論評す
るために他人の著作物の一部を利用するような行為が該当します。 
【条件】 
１ すでに公表されている著作物であること 
２ 「公正な慣行」に合致すること（例えば、引用を行う「必然性」があることや、言語の著

作物についてはカギ括弧などにより「引用部分」が明確になっていること） 
３ 報道、批評、研究などの引用の目的上「正当な範囲内」であること（例えば、引用部分と

それ以外の部分の「主従関係」が明確であることや、引用される分量が必要最小限度の範
囲内であること、本文が引用文より高い存在価値を持つこと） 

４ ｢出所の明示｣が必要（複製以外はその慣行があるとき） 
※美術作品や写真、俳句のような短い文芸作品などの場合、その全部を引用して利用するこ
とも考えられます。 

※自己の著作物に登場する必然性のない他人の著作物の利用や、美術の著作物を実質的に鑑
賞するために利用する場合は引用には当たりません。 

※翻訳も可 
                                            

【「行政の広報資料」等の転載】（第32条第2項） 
国・地方公共団体の行政機関、独立行政法人の「広報資料」「調査統計資料」「報告書」など

を、「新聞」「雑誌」などの刊行物に転載する場合の例外です。 
【条件】 
１ 一般に周知させることを目的とした資料であること 
２ 行政機関等の名義の下に公表した資料であること 
３ 説明の材料として転載すること 
４ 転載を禁止する旨の表示がないこと 
５ ｢出所の明示｣が必要 
※翻訳も可 

 

 

 

 

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－71－ 

【「検定教科書」等への掲載】（第33条） 
「検定教科書」等に掲載するために複製する場合の例外です。 

【条件】 
１ すでに公表されている著作物であること 
２ 学校教育の目的上必要な限度内であること 
３ 掲載することを著作者に通知すること 
４ 掲載に当たり、文化庁長官が定める算出方法により算出した「補償金」を著作権者に支払

うこと 
５ 「出所の明示」が必要 
※翻訳、編曲、変形又は翻案も可 

 
【「学習者用デジタル教科書」への掲載】（第33条の2） 

「検定教科書」等に掲載された著作物を「学習者用デジタル教科書」に掲載するために複製
し、「学習者用デジタル教科書」の使用に伴って利用する場合の例外です。 
【条件】 
１ 「検定教科書」等に掲載された著作物であること 
２ 学校教育の目的上必要な限度内であること 
３ 掲載することを著作者に通知すること 
４ 掲載に当たり、文化庁長官が定める算出方法により算出した「補償金」を著作権者に支払

うこと 
５  「出所の明示」が必要 
※変形又は翻案も可 

 
【「拡大教科書」や｢音声教材｣等の作成のための複製】（第33条の3） 

視覚障害、発達障害その他の障害により教科書に掲載された著作物を使用することが困難な
児童又は生徒のために、既存の「検定教科書」等の文字や図形を拡大した「拡大教科書」や
「音声教材」の作成等、その児童・生徒が必要とする方式により著作物の複製物を作成するため
に複製する場合の例外です。 
【条件】 
１ 「検定教科書」等に掲載された著作物であること 
２ 視覚障害、発達障害などの障害により「検定教科書」等に掲載された著作物を使用するこ

とが困難な児童生徒用であること 
３ 「検定教科書」等の｢全部｣又は｢相当部分｣を複製する場合は、教科書発行者に通知するこ

と。そのうち、｢営利目的｣の作成の場合は、文化庁長官が定める算出方法により算出した｢補
償金｣を著作権者に支払うこと 

４ 「出所の明示」が必要 
※変形又は翻案も可 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－72－ 

【「学校教育番組」の放送等やそのための複製】（第 34 条） 
学校向けの教育番組を放送、有線放送、IP マルチキャスト放送等による同時再送信、インタ

ーネット同時配信等を行う際に著作物を利用する場合の例外です。なお、この例外が適用され
る場合には、その著作物を放送番組用又は有線放送番組用の「教材」に掲載（複製）すること
も、例外の対象となります。 
【条件】 
１ すでに公表されている著作物であること 
２ 学習指導要領に準拠した番組であること 
３ 学校教育の目的上必要な限度内であること 
４ 放送等をしたことを著作者に通知すること 
５ 著作権者に「補償金」を支払うこと 
６ 「出所の明示」が必要 
※翻訳、編曲、変形又は翻案も可 
 

  

出所の明示 
 
 引用、教科書への掲載、点字による複製等の利用にあたっては、一定の条件を満たせば著
作権者の了解を得る必要はありませんが、誰の著作物を利用しているかを明らかにすること
が法律上要求されています（第 48 条）。これが、通常「出所の明示」と呼ばれているもので
す。また「出所の明示」をすれば著作権者の了解を得なくてもよいという誤解があります
が、それは逆で、著作権者の了解を得なくてもよい場合でも「出所の明示」の義務が課され
るものであり、｢出所の明示｣をしても法律上の要件を満たさない場合には了解が必要です｡  
 「出所の明示」は、複製又は利用の態様に応じ、合理的と認められる方法及び程度によ
り、著作物の題号、著作者名及び出版者名などを明示しなければなりません｡ なお、「出所
の明示」の義務に違反した場合には、罰則が適用されます（第 122 条）｡  

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－73－ 

【学校その他の教育機関における複製等】（第 35 条第１項・第２項） 
学校・公民館などの教育機関において、教師や児童生徒等が授業の過程で使用するため

に、必要と認められる範囲で他人の著作物等を複製、公衆送信、公に伝達する場合の例外で
す。例えば、以下のような行為が該当します。 
・教師や学習者がインターネット上の著作物をダウンロードして授業で配布する 
・教師が児童生徒に対して対面授業の予習・復習用の資料をメールで送信する 
・オンデマンド配信授業やスタジオ型のリアルタイム配信授業において、講義映像や資料を
学習者に限定した上でインターネット送信する 

・動画投稿サイト上の著作物をパソコンのディスプレイ等を用いて生徒等に視聴させる 
・授業参観で来校した保護者に児童生徒に配布した資料（著作物）と同じものを配布する 
・小学校の運動会の様子を（会場で使用される音楽を消さずに）保護者など限られた相手に
限定してリアルタイムで配信する 

【条件】 
１ 営利を目的としない教育機関であること 
２ 授業等を担当する教師等やその授業等を受ける児童生徒等が複製、公衆送信、公に伝達

すること（指示に従って作業してくれる人に頼むことは可能） 
３ 授業のためにその著作物を使用すること 
４ 必要な限度内の使用であること 
５ すでに公表されている著作物を使用すること 
６ 著作物の種類・用途・複製の部数・複製等の態様などから判断して、著作権者の利益を

不当に害しないこと（著作物の全部を複製する行為や、ドリルなど児童生徒等が購入す
ることを想定して販売されているものやソフトウェアなどを複製する場合等は対象外） 

７ 慣行があるときは「出所の明示」（前頁（注）参照）が必要 
※ 翻訳、編曲、変形又は翻案も可 
※ 公衆送信行為を行う場合（第 35 条第 3 項の行為は除く）には、教育機関の設置者は、
文化庁長官が指定する指定管理団体（授業目的公衆送信補償金等管理協会（SARTRAS：
サートラス））に補償金を支払う必要があります。 
なお、補償金の支払いに当たっては、事前にサートラスへの登録手続が必要です。詳

細については、SARTRAS のウェブサイト（https://sartras.or.jp/）を参照ください。 
 

【参考】補償金額（年間包括料金の場合） 
＜児童生徒学生等 1 人当たり年額＞ 
小学校 120 円、中学校 180 円、高等学校 420 円、大学 720 円など 
※上記金額に別途消費税が加算されます。公衆送信の回数は無制限です。 
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※ 公衆送信行為を行う場合（第 35 条第 3 項の行為は除く）には、教育機関の設置者は、
文化庁長官が指定する指定管理団体（授業目的公衆送信補償金等管理協会（SARTRAS：
サートラス））に補償金を支払う必要があります。 
なお、補償金の支払いに当たっては、事前にサートラスへの登録手続が必要です。詳

細については、SARTRAS のウェブサイト（https://sartras.or.jp/）を参照ください。 
 

【参考】補償金額（年間包括料金の場合） 
＜児童生徒学生等 1 人当たり年額＞ 
小学校 120 円、中学校 180 円、高等学校 420 円、大学 720 円など 
※上記金額に別途消費税が加算されます。公衆送信の回数は無制限です。 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－74－ 

【「教育機関」での遠隔合同授業等】（第35条第3項） 
学校・公民館等の教育機関において、一方の会場の授業を他方の会場（当該会場に教師が

いるか否かを問わない）に同時中継する場合に、当該授業のために用いられている教材を、
互いの会場（公衆）向けに送信する場合の例外です。なお、「遠隔合同授業」の場合の公衆送
信については、前述の補償金の支払は不要です。 
【条件】 
１ 営利を目的としない教育機関であること 
２ 教師等と児童生徒等がいる会場と、その授業を受ける他方の会場（当該会場に教師がい

るか否かを問わない）がある授業形態であること（教師等がいる会場に児童生徒等がお
らず、遠隔地にのみ児童生徒等がいる場合は対象外） 

３ その教育機関の授業を直接受ける者のみへの送信であること（登録された学生でなくて
も「誰でも視聴できる」ような場合は対象外） 

４ 生で中継される授業を受信地点で「同時」に受ける者への送信であること（「録画された
授業」を後日送信している場合（オンデマンド授業等）は対象外） 

５ 授業のために用いられる教材として、配布、提示、上演、演奏、上映、口述されている
著作物であること 

６ すでに公表されている著作物であること 
７ その著作物の種類や用途、送信の形態などから判断して、著作権者の利益を不当に害し

ないこと（ソフトウェアやドリルなど、個々の児童生徒等が購入することを想定して販
売されているものを送信すること等は対象外） 

８ 慣行があるときは「出所の明示」が必要 

複複  製製  

対面授業で使用する資
料として印刷・配布 

複複製製ししてて配配布布  

（第 35 条第 1 項） 

対面授業で使用した資料や講
義映像を遠隔合同授業等（同
時中継）で他の会場に送信 

遠遠隔隔合合同同授授業業  
ににおおけけるる公公衆衆送送信信  

（第 35 条第 3 項） 

副副会会場場（（遠遠隔隔地地のの会会場場））  

無無許許諾諾・・無無償償  

主主会会場場  

そそのの他他のの公公衆衆送送信信  

無無許許諾諾・・有有償償  

予習・復習用の資料をメールで送信 
外部サーバー経由で送信 

オンデマンド授業で講義映像等を送信 

スタジオ型のリアルタイム配信授業 

（第 35 条第 1 項・第 2 項） 

遠遠隔隔地地のの会会場場  

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－75－ 

～「授業目的公衆送信補償金制度」の創設（令和２年４月施行）～ 

学校等における ICT を活用した教育の推進を図るため、平成 30 年の著作権法改正により、
指定管理団体（一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会（SARTRAS：サートラス））
に補償金を支払う代わりに、オンデマンド授業、スタジオ型のリアルタイム配信授業、予習・
復習・自宅学習用の資料のメール送信等を無許諾で行うことができるようになりました。 

新型コロナウイルス感染症の影響で、教育現場におけるオンライン指導の急速なニーズの増
加に緊急的に対応すべく、令和 2 年 4 月 28 日から令和 2 年度に限って特例的に補償金額は無
償で施行されましたが、令和 3 年度以降は、有償となっています。 

なお、上述の法改正を契機に、教育関係団体と権利者団体による「著作物の教育利用に関す
る関係者フォーラム」が設立され、同フォーラムにおいて、改正著作権法第 35 条における
「著作物等の種類及び用途並びに当該複製の部数及び当該複製、公衆送信又は伝達の態様に照
らし著作権者の利益を不当に害する」場合の典型例などに関するガイドラインが策定されてい
ます。 

※「改正著作権法第 35 条運用指針（令和 3（2021）年度版）」 
※ 「初等中等教育における特別活動に関する追補版」 

⇒初等中等教育における運動会、文化祭等の特別活動（学校行事等） 
における保護者等へのインターネット配信についての考え方を追記 
した、追補版が策定されました（https://sartras.or.jp/unyoshishin/）。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

指定管理団体 
（授業目的公衆送信補償金等管理協会）

（SARTRAS） 

補償金の支払い 

学校等の設置者等 権利者 

補償金の分配 

「授業目的公衆送信補償金制度」 
 

教育機関において、リアルタイム配信授業等によって著作物を公衆送信する場合は、指定管理団体
である「SARTRAS」に事前登録した上で、一定の補償金を支払えば、著作物を適法に利用可能 
※遠隔合同授業の場合は、補償金の支払は不要 

学校等の教育機関における公衆送信 
・リアルタイム配信授業 
・オンデマンド配信授業  
・予習復習用メール送信 等 

この制度は、「授業の過程における利用」に限って認められているため、あらゆる場面で他人の著作物を
公衆に送信できる訳ではありません。学校等の教育機関においては、児童生徒等が誤った認識を持たない
よう十分留意することが必要です。 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－76－ 

【「試験問題」としての複製】（第36条） 
「入学試験」などの人の学識・技能に関する試験・検定の問題として複製する場合の例外で
す。 
【条件】 
１ すでに公表されている著作物であること 
２ 試験・検定の目的上必要な限度内であること 

（試験後にその問題を冊子に印刷・配付することは対象外） 
３ 「営利目的」の試験・検定の場合は著作権者に「補償金」を支払うこと 
４ 慣行があるときは「出所の明示」が必要 
※翻訳も可 

 
【「試験問題」としての公衆送信】（第36条） 

「入学試験」などの人の学識・技能に関する試験・検定の問題としてインターネットなどで送
信する場合の例外です。 
【条件】 
１ すでに公表されている著作物であること 
２ 試験・検定の目的上必要な限度内であること 

（試験後にその問題をウェブサイトなどに掲載することは対象外） 
３ 「営利目的」の試験・検定の場合は著作権者に「補償金」を支払うこと 
４ その著作物の種類や用途、送信の形態などから判断して、著作権者の利益を不当に害しな

いこと（ヒアリング試験用のテープなど、各試験会場でそれぞれ購入することを想定して
販売されているものを送信すること、誰でも解答者として参加できるような形で送信する
こと等は対象外） 

５ 慣行があるときは「出所の明示」が必要 
 ※翻訳も可 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－77－ 

【「点訳」のための複製】（第 37 条第 1 項） 
著作物を「点字」により複製する場合の例外です。 

【条件】 
１ すでに公表されている著作物であること 
２ 「出所の明示」が必要 
※翻訳も可 

 
【「点訳データ」の蓄積・送信】（第37条第2項） 

著作物を「点字データ」にしてインターネット等を通じて送信（放送・有線放送を除く）
するため、サーバーへの「蓄積」や「送信可能化」、「公衆送信」する場合の例外です。 
【条件】 
1 すでに公表されている著作物であること 
※翻訳も可 

 
【視覚障害者等向けの「録音図書」等の製作】（第37条第3項） 

視覚障害者等のための「録音図書」等を製作する（録音により複製する）場合、もしくは
その「録音図書」等をインターネット送信・メール送信する場合の例外です。 
【条件】 
１ 視覚障害その他の障害により視覚による表現の認識が困難な者（視覚障害者等：肢体不

自由者等も含む）の利用に供する目的で必要な限度内のものであること 
２ 視覚障害者等の福祉に関する事業を行う者（政令で定めるもの（※））が行うこと 
（※）政令で定めるものとして、障害者施設や図書館等の公共施設の設置者、文化庁長官が

個別に指定する者のほかに、一定の要件を満たすボランティア団体等が対象となって
います。詳細は、下記の文化庁ホームページを参照。 
http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/seidokaisetsu/1412247.html 

３ すでに公表されている著作物で、視覚で認識される方式のものであること 
４ 視覚障害者等が利用するために必要な方式で「複製」「公衆送信（放送又は有線放送を除

き、自動公衆送信の場合にあっては送信可能化を含む）」するものであること 
５ 視覚障害者等向けの著作物が著作権者やその許諾を得た者により公衆に提供されていな

いこと 
6 「出所の明示」が必要 
※翻訳、変形又は翻案も可 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 
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【聴覚障害者等向けの「字幕」の作成等】（第 37 条の 2 第１号） 
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【条件】 
１ 聴覚障害者や発達障害者など聴覚による表現の認識に障害のある者（聴覚障害者等）の

利用に供する目的で必要な限度内のものであること 
２ 聴覚障害者等の福祉に関する事業を行う者（政令で定めるもの）が行うこと 
３ すでに公表されている著作物で、聴覚により認識される方式のものであること 
４ 音声について、字幕等の聴覚障害者等が利用するために必要な方式で「複製」「自動公衆

送信」「送信可能化」するものであること 
５ 聴覚障害者等向けの著作物が著作権者やその許諾を得た者により公衆に提供されていな

いこと 
６ 「出所の明示」が必要 
 ※翻訳又は翻案も可 

 
【聴覚障害者等向け貸出し用の「字幕入り映像」等の作成】（第37条の2第２号） 

聴覚障害者等のために、映像への「字幕」の挿入等をする場合の例外です。 
【条件】 
１ 聴覚障害者や発達障害者など聴覚による表現の認識に障害のある者（聴覚障害者等）へ

貸し出す目的で必要な限度内のものであること 
２ 聴覚障害者等の福祉に関する事業を行う者（政令で定めるもの）が行うこと 
３ すでに公表されている著作物で、聴覚により認識される方式のものであること 
４ 音声について字幕等の聴覚障害者等が利用するために必要な方式で作成したものを、映

像等に挿入するものであること 
５ 聴覚障害者等向けの著作物が著作権者やその許諾を得た者により公衆に提供されていな
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－79－ 

【「非営利・無料」の場合の著作物の上演、演奏、上映、口述】（第 38 条第 1 項） 
学校の学芸会、市民グループの発表会、公民館での上映会など、非営利・無料で出演者等に

報酬が支払われないときに、音楽や映画等の著作物を無形的に利用する場合の例外です。 
【条件】 
１ 「上演」「演奏」「上映」「口述」のいずれかであること（「複製・譲渡」や「公衆送信」は

含まれない） 
２ すでに公表されている著作物であること 
３ 営利を目的としていないこと 
４ 聴衆・観衆から料金等を受けないこと 
５ 出演者等に報酬が支払われないこと 
６ 慣行があるときは「出所の明示」が必要 

 
【「非営利・無料」の場合の放送番組の有線放送】（第38条第2項） 
「難視聴解消」や「共用アンテナからマンション内への配信」など、非営利・無料により、放
送を受信して同時に有線放送する場合や、放送対象地域を限定した放送の同時再送信（IP マル
チキャスト放送等）を行う場合の例外です。 
【条件】 
１ 営利を目的としていないこと 
２ 聴衆・観衆から料金を受けないこと 

 
【「非営利・無料」の場合の放送番組等の伝達】（第38条第3項） 

喫茶店に置いてあるテレビなどの受信機を用いて、放送・有線放送・IP マルチキャスト放送
等による同時再送信、インターネットによる放送同時配信等が行われる著作物を「公に伝達」
する場合の例外です。 
【条件】 
次のいずれかに該当すること。 
１ 営利を目的としていないこと、聴衆・観衆から料金を受けないこと 
※通常の家庭用受信機（テレビジョン受信機等）を用いた伝達の場合、営利目的でも可 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－80－ 

【「非営利・無料」の場合の本などの貸与】（第38条第4項） 
図書館等、非営利・無料による本や音楽 CD の貸出しなどの場合の例外です（映画・ビデオ

等の場合は、第５項が適用されます）。 
【条件】 
１ すでに公表されている著作物であること 
２ 営利を目的としていないこと 
３ 貸与を受ける者から料金を受けないこと 

 
【「非営利・無料」の場合のビデオなどの貸与】（第38条第5項） 

ビデオライブラリーなどによる「ビデオの貸出し」などの場合の例外です（本や音楽 CD な
どの場合は、第４項が適用されます）。 
【条件】 
１ 視聴覚資料の一般貸出しを目的とする施設又は聴覚障害者等の福祉に関する事業を行う者

（政令で定めるもの）が行うこと 
２ 営利を目的とする施設でないこと 
３ すでに公表された映画の著作物であること 
４ 貸与を受ける者から料金を受けないこと 
５ 権利者に「補償金」を支払うこと 

 
  「営利」 

「営利」とは、反復継続して、その著作物の利用行為自体から直接的に利益を得る
場合又はその行為が間接的に利益に具体的に寄与していると認められる場合をいいま
す。 

 
   「料金」 

    「料金」とは、どのような名義のものであるかを問わず、著作物の提供又は提示の
対価としての性格を有するものをいいます（収益金を見込まず、会場費等に充当する
場合等を含みます）。逆に言えば、授業料や入館料等を徴収している施設であっても、
それらが著作物の提供又は提示の対価として徴収されているものでなければ、本条の
「料金」には該当しません（子供会主催の演奏会で茶菓子代を徴収する場合等を指しま
す）。 

 
  「報酬」 

     「報酬」とは、社会通念上の報酬であり、どのような名目であれ、実演の提供に対す
る反対給付をいいます。したがって、車代あるいは弁当代が支払われる場合、実質的に車
代や弁当代に相当する程度の金額であれば報酬に該当しませんが、名義が車代であった場
合でも実際に交通に要する程度を超えるものを支払っていれば報酬になります。 

 

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－81－ 

【「新聞の論説」等の転載等】（第39条） 
新聞等に掲載・発行された「論説」を、他の新聞等への転載のほか、放送・有線放送・放送

対象地域を限定した放送の同時再送信、インターネットによる放送同時配信等を行う場合の例
外です。 
【条件】 
１ 新聞又は雑誌に掲載して発行された論説であること 
２ 学術的な性質を有するものでないこと 
３ 政治上、経済上、社会上の時事問題に関する論説であること 
４ 「他の新聞・雑誌への転載」「放送」「有線放送」「放送対象地域を限定した放送の同時再送

信」「放送同時配信等」であること 
５ 転載、放送・有線放送等を禁止する旨の表示がないこと 
６ 「出所の明示」が必要 
 ※翻訳も可 

 
【「政治上の演説」「裁判での陳述」の利用】（第40条第1項） 
「政治上の演説・陳述」や「裁判での公開の陳述」を、さまざまな方法で利用する場合の例外
です。 
【条件】 
１ 公開して行われた政治上の演説・陳述又は裁判手続きにおける公開の陳述であること 
２ 同一の著作者のもののみを編集しないこと 
３ 「出所の明示」が必要 

 
【「国等の機関での公開演説」等の報道のための利用】（第40条第2項） 

国・地方公共団体の機関、独立行政法人、地方独立行政法人において行われた演説・陳述
を、「報道目的」で利用する場合の例外です。新聞紙や雑誌に掲載するほか、放送・有線放送・
放送対象地域に限定した放送同時再送信、インターネットによる放送同時配信等が可能です。 
【条件】 
１ 公開の演説・陳述であること 
２ 報道の目的上正当と認められる利用であること 
３ 「新聞・雑誌への掲載」「放送」「有線放送」「放送対象地域に限定した放送同時再送信」

「インターネットによる放送同時再配信」等であること 
４ 「出所の明示」が必要 
 ※翻訳も可 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 
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【「時事の事件」の報道のための利用】（第 41 条） 
「時事の事件」を「報道」する場合の例外です。 
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物」のみを利用すること 
２ 報道の目的上正当な範囲内であること 
３ 慣行があるときは「出所の明示」が必要 
 ※翻訳も可 
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国会・議会・官公庁（国・地方公共団体）において、法案審議や予算審議等のほか所掌事務を
遂行するために必要なコピーをする場合などが該当します。 
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４ 「出所の明示」が必要 
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  ・行政庁、独立行政法人の行う薬事に関する審査・調査 
  ・行政庁、独立行政法人に対して行う薬事に関する報告 
  ・これらに類するものとして政令で定める手続き 
２ １に該当する手続きの目的上必要な限度内であること 
３ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さないこと 
４ 「出所の明示」が必要 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－84－ 

 
～行政手続等の権利制限の整備（令和６年１月１日施行）～ 

 
令和５(2023)年に著作権法が改正され、立法・行政のデジタル化への対応を著作権法の観点
からも支えていくために、行政手続等の権利制限規定の対象範囲が拡大されました。具体的
な改正事項は以下のとおりです。 
①立法又は行政の目的のために内部資料として、必要な限度において、内部資料の利用者
間に限って著作物等の公衆送信等を可能とする。 

②特許審査等の行政手続・行政審判手続きについて、必要と認められる限度において著作
物等の公衆送信等を可能とする。 

その際、現行法下での複製行為において許容される範囲と同等の範囲での公衆送信に限定
することや、著作権者の利益を不当に害さないと規定することで、ライセンス市場等の既存
ビジネスを害するような利用を防止することとされました。 

 
 
～民事訴訟法等の改正及び民事関係手続整備法(IT化関係)に伴う著作権法の一部改正～ 

 
○民事訴訟法及び民事関係手続整備法の概要 

  令和４年通常国会に民事訴訟法等の一部を改正する法律が、令和５年通常国会に民事関係手
続等における情報通信技術の活用等の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案が提出
され、それぞれ令和４年５月、令和５年６月に成立しました。 
主な内容は、民事訴訟手続や民事関係手続のデジタル化をすすめるため、訴状・申立書等の

電子データをオンラインで裁判所のサーバーに提出することや、訴訟記録・事件記録を電子デ
ータにより作成すること、訴訟記録・事件記録の電子データを裁判所内の端末等で閲覧するこ
となどを可能とするものであり、令和８年度までの施行が予定されています。 

 
○著作権法の改正内容 

訴訟・申立書等の訴訟記録・事件記録に他人の著作物が含まれる場合、裁判所に電子データ
で送信して提出する行為や、その電子データを閲覧・ダウンロードさせるようにする行為
は、著作権法に定める「公衆送信」等に当たり、現行では著作権者の許諾が必要です。 
裁判を受ける権利を阻害せず、公正な裁判手続を可能にするには著作権の円滑な処理が必要
なことから、今般の整備法案において著作権法の規定の必要な整備を行い、著作権者の許諾
がなくても民事訴訟手続や民事関係手続のために必要となるデータ送信等を行えるようにす
るものです。 

 

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－85－ 

【「情報公開法」等に基づく「開示」等のための利用】（第42条の2） 
「情報公開法」又は「情報公開条例」に基づき情報（著作物）の「開示」を行う場合の例外で
す。 
【条件】 
１ 行政機関の長等又は地方公共団体の機関等が行う利用であること 
２ 「情報公開法」等の規定に基づく著作物の提供・提示であること 
３ 「情報公開法」等に規定する方法による開示であること 
４ 「情報公開法」等による開示に必要な限度内であること 

 
【「公文書管理法」等に基づく保存のための利用】（第 42 条の 3 第 1 項） 
「公文書管理法」又は「公文書管理条例」に基づき歴史公文書等の永久保存を行う場合の例外
です。 
【条件】 
１ 国立公文書館等の長又は地方公文書館等の長が行う利用であること 
２ 「公文書管理法」又は「公文書管理条例」の規定による歴史公文書等の保存であること 
３ 「公文書管理法」等による保存に必要な限度内であること 

 
【「公文書管理法」等に基づく利用のための利用】（第42条の3第2項） 
「公文書管理法」等により著作物を提供・提示する場合の例外です。 

【条件】 
１ 国立公文書館等の長又は地方公文書館等の長が行う利用であること 
２ 「公文書管理法」等の規定による著作物の提供・提示であること 
３ 「公文書管理法」等に規定する方法による利用であること 
４ 「公文書管理法」等による利用に必要な限度内であること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
～民事訴訟法等の改正及び民事関係手続整備法(IT化関係)に伴う著作権法の一部改正～ 
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ータにより作成すること、訴訟記録・事件記録の電子データを裁判所内の端末等で閲覧するこ
となどを可能とするものであり、令和８年度までの施行が予定されています。 

 
○著作権法の改正内容 
訴訟・申立書等の訴訟記録・事件記録に他人の著作物が含まれる場合、裁判所に電子データ
で送信して提出する行為や、その電子データを閲覧・ダウンロードさせるようにする行為
は、著作権法に定める「公衆送信」等に当たり、現行では著作権者の許諾が必要です。 
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るものです。 

 

13



１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－84－ 

 
～行政手続等の権利制限の整備（令和６年１月１日施行）～ 

 
令和５(2023)年に著作権法が改正され、立法・行政のデジタル化への対応を著作権法の観点
からも支えていくために、行政手続等の権利制限規定の対象範囲が拡大されました。具体的
な改正事項は以下のとおりです。 
①立法又は行政の目的のために内部資料として、必要な限度において、内部資料の利用者
間に限って著作物等の公衆送信等を可能とする。 

②特許審査等の行政手続・行政審判手続きについて、必要と認められる限度において著作
物等の公衆送信等を可能とする。 

その際、現行法下での複製行為において許容される範囲と同等の範囲での公衆送信に限定
することや、著作権者の利益を不当に害さないと規定することで、ライセンス市場等の既存
ビジネスを害するような利用を防止することとされました。 

 
 
～民事訴訟法等の改正及び民事関係手続整備法(IT化関係)に伴う著作権法の一部改正～ 

 
○民事訴訟法及び民事関係手続整備法の概要 

  令和４年通常国会に民事訴訟法等の一部を改正する法律が、令和５年通常国会に民事関係手
続等における情報通信技術の活用等の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案が提出
され、それぞれ令和４年５月、令和５年６月に成立しました。 
主な内容は、民事訴訟手続や民事関係手続のデジタル化をすすめるため、訴状・申立書等の

電子データをオンラインで裁判所のサーバーに提出することや、訴訟記録・事件記録を電子デ
ータにより作成すること、訴訟記録・事件記録の電子データを裁判所内の端末等で閲覧するこ
となどを可能とするものであり、令和８年度までの施行が予定されています。 

 
○著作権法の改正内容 

訴訟・申立書等の訴訟記録・事件記録に他人の著作物が含まれる場合、裁判所に電子データ
で送信して提出する行為や、その電子データを閲覧・ダウンロードさせるようにする行為
は、著作権法に定める「公衆送信」等に当たり、現行では著作権者の許諾が必要です。 
裁判を受ける権利を阻害せず、公正な裁判手続を可能にするには著作権の円滑な処理が必要
なことから、今般の整備法案において著作権法の規定の必要な整備を行い、著作権者の許諾
がなくても民事訴訟手続や民事関係手続のために必要となるデータ送信等を行えるようにす
るものです。 

 

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－85－ 

【「情報公開法」等に基づく「開示」等のための利用】（第42条の2） 
「情報公開法」又は「情報公開条例」に基づき情報（著作物）の「開示」を行う場合の例外で
す。 
【条件】 
１ 行政機関の長等又は地方公共団体の機関等が行う利用であること 
２ 「情報公開法」等の規定に基づく著作物の提供・提示であること 
３ 「情報公開法」等に規定する方法による開示であること 
４ 「情報公開法」等による開示に必要な限度内であること 

 
【「公文書管理法」等に基づく保存のための利用】（第 42 条の 3 第 1 項） 
「公文書管理法」又は「公文書管理条例」に基づき歴史公文書等の永久保存を行う場合の例外
です。 
【条件】 
１ 国立公文書館等の長又は地方公文書館等の長が行う利用であること 
２ 「公文書管理法」又は「公文書管理条例」の規定による歴史公文書等の保存であること 
３ 「公文書管理法」等による保存に必要な限度内であること 

 
【「公文書管理法」等に基づく利用のための利用】（第42条の3第2項） 
「公文書管理法」等により著作物を提供・提示する場合の例外です。 

【条件】 
１ 国立公文書館等の長又は地方公文書館等の長が行う利用であること 
２ 「公文書管理法」等の規定による著作物の提供・提示であること 
３ 「公文書管理法」等に規定する方法による利用であること 
４ 「公文書管理法」等による利用に必要な限度内であること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
～民事訴訟法等の改正及び民事関係手続整備法(IT化関係)に伴う著作権法の一部改正～ 

 
○民事訴訟法及び民事関係手続整備法の概要 

  令和４年通常国会に民事訴訟法等の一部を改正する法律が、令和５年通常国会に民事関係手
続等における情報通信技術の活用等の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案が提出
され、それぞれ令和４年５月、令和５年６月に成立しました。 
主な内容は、民事訴訟手続や民事関係手続のデジタル化をすすめるため、訴状・申立書等の

電子データをオンラインで裁判所のサーバーに提出することや、訴訟記録・事件記録を電子デ
ータにより作成すること、訴訟記録・事件記録の電子データを裁判所内の端末等で閲覧するこ
となどを可能とするものであり、令和８年度までの施行が予定されています。 

 
○著作権法の改正内容 
訴訟・申立書等の訴訟記録・事件記録に他人の著作物が含まれる場合、裁判所に電子データ
で送信して提出する行為や、その電子データを閲覧・ダウンロードさせるようにする行為
は、著作権法に定める「公衆送信」等に当たり、現行では著作権者の許諾が必要です。 
裁判を受ける権利を阻害せず、公正な裁判手続を可能にするには著作権の円滑な処理が必要
なことから、今般の整備法案において著作権法の規定の必要な整備を行い、著作権者の許諾
がなくても民事訴訟手続や民事関係手続のために必要となるデータ送信等を行えるようにす
るものです。 

 

13



１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－86－ 

【国立国会図書館によるインターネット資料やオンライン資料の収集のための複製】
（第43条第1項） 

国立国会図書館法に基づき、国立国会図書館長がインターネット資料（国、地方公共団体、
独立行政法人等がインターネット上で公開している資料）やオンライン資料（民間の出版社等
がインターネット等で提供する図書や逐次刊行物等）を収集するために複製する場合の例外で
す。 
【条件】 
１ 国立国会図書館法に規定されるインターネット資料・オンライン資料であること 
２ 収集に必要な限度内のものであること 

 
【インターネット資料やオンライン資料の国立国会図書館への提供のための複製】 
（第43条第2項） 

国、地方公共団体、独立行政法人等がインターネット資料を国立国会図書館に提供する場
合、又は、民間の出版社等がオンライン資料を国立国会図書館に提供するために複製する場合
の例外です。 
【条件】 
１ 国立国会図書館法の規定に基づいて国立国会図書館の求めに応じるために複製するもので

あること 
２ 提供に必要な限度内のものであること 

 
【「放送局」や「有線放送局」の一時的固定】（第 44 条） 

「放送局」や「有線放送局」が放送、有線放送、インターネットによる放送同時配信等を行う
ために、一時的に著作物等を録音・録画する場合の例外です。 
【条件】 
１ 「放送」「有線放送」「インターネットによる放送同時配信等」を行うことについて、著作

権者の了解を得ている場合又は例外的に「放送」「有線放送」「インターネットによる放送
同時配信等」認められている場合であること 

２ 自局の「放送」「有線放送」「インターネットによる放送同時配信等」を行うための録音・
録画であること 

３ 自局（又は「放送」の場合は「放送」「インターネットによる放送同時配信等」をすること
ができる他局）の手段による録音・録画であること 

※なお、録音・録画したものは、政令で定める公的な記録保存所で保存を行う場合を除き、
6 か月を超えて保存できません。 

 
 
     

 

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－87－ 

 
 
～放送番組のインターネット同時配信等に係る権利処理の円滑化（令和４年１月施行）～ 

 
近年、デジタル化・ネットワーク化の急速な進展により、高品質なコンテンツの視聴機会が

拡大しており、視聴者の利便性向上やコンテンツ産業の振興等の観点から、令和３年の著作権
法改正において、放送番組のインターネット同時配信等（同時配信、追っかけ配信、一定期間
の見逃し配信を含む）を行う際の権利処理の円滑化に関する規定が設けられました。 
  
①  権利制限規定の拡充 
許諾なく著作物を利用できることを定める「権利制限規定」（学校教育番組の放

送等）について、インターネット同時配信等に拡充することとしました。 
 
② 「許諾推定規定」の創設 
放送番組での利用を認める契約の際、権利者が別段の意思表示をしていなければ、

放送だけでなく、インターネット同時配信等での利用も許諾したと推定する「許諾
推定規定」を創設することとしました。 

 
③  レコード・レコード実演の同時配信等における利用の円滑化 
集中管理等が行われておらず許諾を得るのが困難な「レコード（音源）・レコー

ド実演（音源に収録された歌唱・演奏）」について、インターネット同時配信等を
行う際、事前許諾を不要としつつ、放送事業者が権利者に報酬を支払うことを義務
づけることとしました。 

 
④  映像実演の同時配信等における利用の円滑化 
集中管理等が行われておらず許諾を得るのが困難な「映像実演（俳優の演技な

ど）」について、過去の放送番組のインターネット同時配信等を行う際、事前許諾
を不要としつつ、放送事業者が権利者に報酬を支払うことを義務づけることとしま
した。 

   
⑤  協議不調の場合の裁定制度の拡充 
放送に当たって権利者との協議が整わない場合に「文化庁長官の裁定を受けて著

作物等を利用できる制度」を、インターネット同時配信等に拡充することとしまし
た。 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－88－ 

【「美術品」等のオリジナルの所有者による「展示」】（第 45 条） 
「美術品」「写真」のオリジナル（原作品）の「所有者」等が公の「展示」を行う場合の例外
です。 
【条件】 
１ 「美術」又は「写真」の著作物であること 
２ オリジナル（原作品）の「所有者自身」又は「所有者の同意を得た者」が展示すること 
３ 美術の著作物のオリジナルを、街路・公園等や、ビルの外壁など一般公衆の見やすい屋外

の場所に恒常的に設置する場合でないこと 

 
【屋外設置の「美術品」「建築物」の利用】（第46条） 

一般公衆の見やすい屋外の場所に恒常的に設置されている「美術品」や「建築の著作物」を
利用する場合の例外です。 
【条件】 
１ 次のいずれにも該当しないこと 
  ・「彫刻」を増製するような場合 
  ・全く同じ「建築の著作物」を造る場合 
  ・一般公衆の見やすい屋外の場所に恒常的に設置するために複製する場合 
  ・「美術品」について複製の販売を目的とする場合 
２ 慣行があるときは「出所の明示」が必要 

 
【美術展における作品の解説・紹介のための利用】（第47条第1項、第2項） 
「美術品」「写真」のオリジナル（原作品）を展示するときに、解説・紹介のために「小冊
子」や「電子機器」に作品を掲載又は上映、自動公衆送信する場合の例外です。 
【条件】 
１ オリジナル（原作品）を展示する者が行うこと 
２ 展示が展示権の侵害とならない（著作権者の了解を得ている場合又は例外的に展示が認め

られている場合）こと 
３ 展示作品の解説・紹介のために「小冊子」へのコピー、又は「電子機器」を用いた上映若

しくは自動公衆送信を行う場合であること。 
４ 必要と認められる限度であること 
５ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さないこと 
６ 「出所の明示」が必要 
※変形又は翻案も可 

 
 
 

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

 

－89－ 

【美術展の情報をインターネット上で提供するための利用】（第47条第3項） 
「美術品」「写真」のオリジナル（原作品）を展示するときに、著作物の展示情報とともに展
示する著作物の画像をインターネットで提供する場合の例外です。 
【条件】 
１ オリジナル（原作品）を展示する者又はこれに準ずる者（政令で定めるもの）が行うこと 
２ 展示が展示権の侵害とならない（著作権者の了解を得ている場合又は例外的に展示が認め

られている場合）こと 
３ 美術展の情報を一般に提供するためにインターネット上に掲載する場合であること 
４ 必要と認められる限度であること 
５ 「出所の明示」が必要 
※変形又は翻案も可 

 
【インターネット販売等での美術品等の画像掲載】（第47条の2） 
「美術品」や「写真」について、インターネットオークションや通信販売等の対面で行われな
い取引をする際に、その商品画像の掲載（複製又は自動公衆送信）を行う場合の例外です。 
【条件】 
１ 「美術品」又は「写真」の譲渡や貸与が、その所有者等により適法に行われる場合である

こと 
２ 譲渡や貸与の申し出（広告）のために行うものであること 
３ 所有者等又はその委託を受けた者が行うこと 
４ 画像を一定の大きさや画素数（政令で定めるもの）以下にすること 

 
【プログラムの所有者による複製等】（第 47 条の 3） 

プログラムの所有者が、バックアップコピーやプログラムの修正等を行う場合の例外です。 
【条件】 
１ プログラムの所有者が行うこと 
２ 所有者がプログラムを実行するために必要な限度内であること（複数台のパソコンで使う

ための複製は対象外） 
３ 海賊版と知って入手したものでないこと 
  なお、オリジナル又はコピーのいずれかを他人に譲った場合は、本人は著作権者の了解な

しにオリジナル又はコピーを保存できません。 
※翻案も可 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－90－ 

【電子計算機における著作物の利用に付随する利用等】（第47条の4） 
a. キャッシュ等関係（第１項） 
コンピュータ等において著作物を利用する場合に、情報処理を円滑又は効率的に行うための

キャッシュ等に係る例外です。以下の条件を満たす場合には、いずれの方法によるかを問わ
ず、著作物を利用することができます。 
【条件】 
１ 次に掲げる場合その他これらと同様に、著作物のコンピュータ等における利用を円滑又は

効率的に行うために、それに付随する利用に供することを目的とする場合であること。 
  ・コンピュータ等において著作物を利用する際に、その情報処理の過程において情報処理

を円滑又は効率的に行うために当該著作物を当該コンピュータ等の記録媒体に記録する
場合 

  ・インターネット・サービス・プロバイダー等の事業者がネットワーク上での送信の遅滞
や障害の防止、効率化のために、送信可能化された著作物を記録媒体に記録する場合 

  ・情報通信技術を利用する方法により情報を提供する場合において、その提供を円滑又は
効率的に行うための準備に必要なコンピュータ等による情報処理を行うために、記録媒
体への記録又は翻案を行う場合 

２ 必要な限度内の利用であること 
３ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さないこと 

 
b. バックアップ等関係（第２項） 
著作物のコンピュータ等における利用ができる状態を維持・回復するためのバックアップ等

に係る例外です。以下の条件を満たす場合には、いずれの方法によるかを問わず、著作物を利
用することができます。 
【条件】 
１ 次に掲げる場合その他これらと同様に、著作物のコンピュータ等において利用ができる状

態を維持・回復することを目的とする場合であること。 
  ・記録媒体を内蔵する機器の保守又は修理を行うために、記録媒体に記録されている著作

物を一時的に別の媒体へ記録し、作業後に元の記録媒体へ記録する場合 
  ・記録媒体を内蔵する機器の交換を行うために、記録媒体に記録されている著作物を一時

的に別の記録媒体に記録したり、交換を行う機器の記録媒体に記録する場合 
  ・通信用サーバーの提供を行う事業者等が、サーバー内に蓄積された著作物の複製物の滅

失や毀損した場合の復旧に備え、著作物を記録媒体に記録する場合 
２ 必要な限度内の利用であること 
３ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さないこと 

 
 
 

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

 

－91－ 

【電子計算機器による情報処理及びその結果の提供に付随する軽微利用等】 
（第47条の5） 
a. 電子計算機器による情報処理及びその結果の提供に付随する軽微利用（第１項） 
ビッグデータを活用して新たな知見・情報を創出する所在検索サービス（例：書籍に関する

各種情報等を検索し、その結果と共に書籍の表紙や内容の一部を表示するサービス）や情報解
析サービス（例：大量の論文データを収集し、検証したい論文と照合して盗用がないかチェッ
クし、盗用箇所の原典の一部分を表示するサービス）等に付随して著作物を利用する場合の例
外です。以下の条件を満たす場合には、いずれの方法によるかを問わず、著作物を利用するこ
とができます。 
【条件】 
１ 次に掲げる行為を行うものであること 
  ・コンピュータ等を用いた検索で、検索により求める情報が記録された著作物の題号や著

作者名、検索情報に係るＵＲＬその他の検索情報の特定や所在に関する情報を検索し、
その結果を提供する行為 

  ・コンピュータ等による情報解析を行い、その結果を提供する行為 
  ・上記のほか、コンピュータ等による情報処理により新たな知見や情報を創出し、その結

果を提供する行為のうち、国民生活の利便性の向上に寄与するものとして政令（※）で
定めるもの 

（※）政令で定める基準として、サービスに用いるデータベース等の漏えい防止のための
措置を講ずることや、サービスに係る著作物の利用が要件に適合したものとなるよう、
事前に要件の解釈を記載した書類の閲覧、学識経験者に対する相談等の必要な取組を行
うなどを規定している。 

２ 必要な限度内の利用であること 
３ 著作物の利用が１の行為に付随して行われるものであること 
   例：インターネット情報検索サービスでは、ＵＲＬ（非著作物）の提供が主たる行為、

スニペットやサムネイル（著作物）の提供が従たる行為として行われることが必要。 
４ 著作物の利用が、その利用される部分が占める割合や量、利用される際の表示の精度など

の要素に照らし軽微なものであること 
５ 利用する著作物が公表又は送信可能化が行われたものであること 
６ 利用する著作物が著作権侵害により公衆に提供・提示されたものであることを知りながら

利用せず、また、著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さな
いこと 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－90－ 

【電子計算機における著作物の利用に付随する利用等】（第47条の4） 
a. キャッシュ等関係（第１項） 
コンピュータ等において著作物を利用する場合に、情報処理を円滑又は効率的に行うための

キャッシュ等に係る例外です。以下の条件を満たす場合には、いずれの方法によるかを問わ
ず、著作物を利用することができます。 
【条件】 
１ 次に掲げる場合その他これらと同様に、著作物のコンピュータ等における利用を円滑又は

効率的に行うために、それに付随する利用に供することを目的とする場合であること。 
  ・コンピュータ等において著作物を利用する際に、その情報処理の過程において情報処理

を円滑又は効率的に行うために当該著作物を当該コンピュータ等の記録媒体に記録する
場合 

  ・インターネット・サービス・プロバイダー等の事業者がネットワーク上での送信の遅滞
や障害の防止、効率化のために、送信可能化された著作物を記録媒体に記録する場合 

  ・情報通信技術を利用する方法により情報を提供する場合において、その提供を円滑又は
効率的に行うための準備に必要なコンピュータ等による情報処理を行うために、記録媒
体への記録又は翻案を行う場合 

２ 必要な限度内の利用であること 
３ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さないこと 

 
b. バックアップ等関係（第２項） 
著作物のコンピュータ等における利用ができる状態を維持・回復するためのバックアップ等

に係る例外です。以下の条件を満たす場合には、いずれの方法によるかを問わず、著作物を利
用することができます。 
【条件】 
１ 次に掲げる場合その他これらと同様に、著作物のコンピュータ等において利用ができる状

態を維持・回復することを目的とする場合であること。 
  ・記録媒体を内蔵する機器の保守又は修理を行うために、記録媒体に記録されている著作

物を一時的に別の媒体へ記録し、作業後に元の記録媒体へ記録する場合 
  ・記録媒体を内蔵する機器の交換を行うために、記録媒体に記録されている著作物を一時

的に別の記録媒体に記録したり、交換を行う機器の記録媒体に記録する場合 
  ・通信用サーバーの提供を行う事業者等が、サーバー内に蓄積された著作物の複製物の滅

失や毀損した場合の復旧に備え、著作物を記録媒体に記録する場合 
２ 必要な限度内の利用であること 
３ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さないこと 

 
 
 

１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

 

－91－ 

【電子計算機器による情報処理及びその結果の提供に付随する軽微利用等】 
（第47条の5） 
a. 電子計算機器による情報処理及びその結果の提供に付随する軽微利用（第１項） 
ビッグデータを活用して新たな知見・情報を創出する所在検索サービス（例：書籍に関する

各種情報等を検索し、その結果と共に書籍の表紙や内容の一部を表示するサービス）や情報解
析サービス（例：大量の論文データを収集し、検証したい論文と照合して盗用がないかチェッ
クし、盗用箇所の原典の一部分を表示するサービス）等に付随して著作物を利用する場合の例
外です。以下の条件を満たす場合には、いずれの方法によるかを問わず、著作物を利用するこ
とができます。 
【条件】 
１ 次に掲げる行為を行うものであること 
  ・コンピュータ等を用いた検索で、検索により求める情報が記録された著作物の題号や著

作者名、検索情報に係るＵＲＬその他の検索情報の特定や所在に関する情報を検索し、
その結果を提供する行為 

  ・コンピュータ等による情報解析を行い、その結果を提供する行為 
  ・上記のほか、コンピュータ等による情報処理により新たな知見や情報を創出し、その結

果を提供する行為のうち、国民生活の利便性の向上に寄与するものとして政令（※）で
定めるもの 

（※）政令で定める基準として、サービスに用いるデータベース等の漏えい防止のための
措置を講ずることや、サービスに係る著作物の利用が要件に適合したものとなるよう、
事前に要件の解釈を記載した書類の閲覧、学識経験者に対する相談等の必要な取組を行
うなどを規定している。 

２ 必要な限度内の利用であること 
３ 著作物の利用が１の行為に付随して行われるものであること 
   例：インターネット情報検索サービスでは、ＵＲＬ（非著作物）の提供が主たる行為、

スニペットやサムネイル（著作物）の提供が従たる行為として行われることが必要。 
４ 著作物の利用が、その利用される部分が占める割合や量、利用される際の表示の精度など

の要素に照らし軽微なものであること 
５ 利用する著作物が公表又は送信可能化が行われたものであること 
６ 利用する著作物が著作権侵害により公衆に提供・提示されたものであることを知りながら

利用せず、また、著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さな
いこと 
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１３．著作者の権利の制限（許諾を得ずに利用できる場合） 

－92－ 

b. 上記a.に係る準備行為のための利用（第２項） 
所在検索サービスや情報解析サービス等を行う準備のためのデータベースの作成・提供に係

る例外です。 
【条件】 
１ ａ．【条件】１の行為の準備を行うものであること（政令で定める基準（※）に従うことが

必要） 
（※）政令で定める基準として、作成したデータベース等の漏えい防止のための措置を講

ずることなどを規定。 
２ 利用される著作物が公衆への提供又は提示が行われたものであること 
３ a．【条件】４の軽微な利用の準備のための必要な限度内の利用であること 
４ その著作物の種類や用途などから判断して、著作権者の利益を不当に害さないこと 

 
 

目的外使用 
 

  権利制限規定により一定の目的で利用するために作成された複製物については、作成する
際の目的とは別の目的で公衆に提供したり、公衆に提示（※）したりする行為は、基本的に
「目的外使用」となるため、著作権者の了解が必要となります（第 49 条）。 

  これは、一度合法的に作成された複製物であっても、作成の際の目的以外の目的で利用さ
れると、それぞれの権利制限規定が想定していた範囲を超えて著作物が利用されることとな
ってしまうため、そのようなことを防止するために定められたものです。 
※「公衆に提示」するとは、公衆に見せたり聞かせたりすることを意味します。 

１４．著作権が「侵害」された場合の対抗措置 

 

－93－ 

14 著作権が「侵害」された場合の対抗措置 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

自分の著作物が無断でコピー・販売されたり、インターネットで送信されたりした場合
など、「著作者の権利」や「著作隣接権」が侵害された場合には、権利者は、次のような
対抗措置をとることができます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）「刑事」の対抗措置 
① 原則 
【個人】 

著作権、出版権、著作隣接権の侵害は「犯罪行為」であり、権利者が「告訴」を行
うことを前提として、「10 年以下の懲役」又は「1000 万円以下の罰金」（懲役と罰金
の併科も可）という罰則規定が設けられています（第119条第1項）。 

  
【法人】 

企業などの法人等による侵害（著作者人格権や実演家人格権の侵害を除く）の場合
には、「3 億円以下の罰金」とされています。 

 
（注）「親告罪」と「非親告罪」 

他人の著作物を利用する行為は、客観的には「了解を得ているかどうか」が不明で
あり、仮に了解を得ていないとしても、権利者が黙認している場合は問題とならない
ため、警察等による取り締まりには、原則として権利者による「告訴」が必要（親告
罪）とされています（第 123 条第１項）。 
ただし、第 119 条第 1 項の著作権等侵害罪のうち一定の要件に該当する場合に限り、

著作権者等の告訴がなくとも公訴を提起することができること（非親告罪）としてい
ます（第 123 条第２項）。例えば、海賊版ＤＶＤを販売して、その販売代金として利益を得
る行為等が該当します。 

 
① 差止請求（第 112 条） 
②損害賠償請求（民法） 
③不当利得返還請求（民法） 
④名誉回復等措置請求（第 115 条等） 

 
【個人】 

10 年以下の懲役 
又は 

1000 万円以下の罰金 
※あるいはその併科 
 
【法人】 

3 億円以下の罰金 

※上記は原則 

「刑事」の対抗措置 「民事」の対抗措置 

13




